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1. はじめに
　2021 年 4 月に統合イノベーション戦略会議は「公
的資金による研究データの管理・利活用に関する基
本的な考え方」において、研究データ基盤システムの
運用とメタデータの付与による研究データの検索体
制の構築や、研究開発を行う機関の責務としてデー
タポリシーの策定等の方針を示した1）。続く 2021
年 6 月に閣議決定された『統合イノベーション戦略
2021』2）では、「科学技術・イノベーション政策にお
いて目指す主要な数値目標」（主要指標）として、(1)
機関リポジトリ（Institutional Repository, IR）を有
する全ての大学・大学共同利用機関法人・国立研究
開発法人において、2025 年までにデータポリシーの
策定率が 100％になること、(2) 公募型の研究資金の
新規公募分において、2023 年度までに DMP 及びこ
れと連動したメタデータの付与を行う仕組みの導入
率が 100％になることを求めている。

　オープンアクセスリポジトリ推進協会（JPCOAR）
及び大学 ICT 推進協議会（AXIES）は、国内の大学や
研究機関における研究データ管理（Research Data 
Management, RDM）の取組状況の把握を目的とし
て、2020 年3）と 2022 年の 2 回にわたりオンライ
ン質問紙調査を実施した。図書館や情報システム部門
で RDM の実践を担う現場主体の調査であり、政策の
視点によるモニタリングとは異なるフレームワーク
で設計されている。一方で、同調査には大学・研究機
関におけるデータポリシーの策定状況、RDM 体制の
構築状況など、一連の政策による効果を評価するため
に有益な項目も多く含まれている。
　このような理解のもと、データ解析政策研究室は、
RDM の課題と展望を明らかにするために、2020
年4）と 2022 年に実施された調査データの二次分
析を行った。本稿では、これらの結果を用いた経年
変化を中心に報告する。なお、2 回分の調査データ
及び質問票は、東京大学社会科学研究所附属社会調

オープンアクセスリポジトリ推進協会（JPCOAR）と大学 ICT 推進協議会（AXIES）は、2020 年に引
き続き 2022 年にも国内の大学や研究機関を対象とした研究データ管理の取組状況に関するオンライン
調査を実施した。科学技術・学術政策研究所データ解析政策研究室は、結果データの提供を受けて二次分
析を行った。

2020 年調査（有効回答 352 件）と 2022 年調査（同 309 件）の結果を比較すると、データポリシー
を策定・検討している機関は 23.6% から 35.9% に、RDM 体制を構築・検討している機関は 23.0% か
ら 32.0% に増加した。研究データを長期保存するためのストレージを検討・提供している機関は 21.9%
から 52.1% に、機関リポジトリ（IR）等の公開基盤を検討・提供している機関は 35.7% から 62.4% に
増加した。しかし、IR によるデータ公開事例をもつ機関は 26.9% にとどまり、2020 年調査と同様に人材
不足が主な課題であった。全体的な傾向として、実施・検討率は大学共同利用機関や国立研究開発法人の
方が大学よりも高かった。大学の実施・検討率は、国立大学、私立大学、公立大学の順に高く、また、学
部数が多い大学の方が高い傾向がみられた。先進事例の共有等によって取組が拡がることが期待される。
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3.1　データポリシーの策定状況
　大学のデータポリシーは、文部科学省の「学術情
報基盤実態調査」による悉皆調査が行われている8）。
JPCOAR の調査は約 300 機関からの回答であるも
のの、検討の進捗状況を尋ねている点や国立研究開発
法人等を含んでいる点に特徴がある。図表 1 に「貴
機関では、研究データ管理に関する何らかのデータポ
リシーは定められていますか」という質問に対する回
答の集計結果を示す。
　全体的にはデータポリシーの策定や検討が進み、未
対応や「わからない」という回答の比率は減少してい
た。ただし、「機関としてのポリシーを制定した（図
では「機関ポリシーあり」）」は 17.6% から 13.3% に
減少していた。「一部の部局で議論・実施されている

（「一部の部局」）」は 0.9% から 7.8% に、「機関全体
での検討のための委員会、ワーキンググループ等が組
織されている（「検討中」）」は 5.1% から 14.9% に増
加していた。「ポリシーは策定されておらず、検討も
行われていない（「未対応」）」は 56.5% から 49.2%
に、「わからない」は 16.5% から 11.0% に減少して
いた。
　「機関ポリシーあり」が減少した要因として、2020
年調査では研究データの 10 年保存9）に対応するた
めのポリシーを含めている可能性が指摘される（この
ため、2022 年調査では 2 章で述べたようにポリシー
の定義や判断基準を明示した）。また、2020 年調査
とは回答者群が一部異なることも影響している可能
性がある。
　図表 2 に、機関の種類ごとにデータポリシーの策
定状況を集計した結果を示す。配列は、「機関ポリ
シーあり」、「一部の部局」、「検討中」の合計が多い
順とした。
　ポリシーの策定・検討率は、国立研究開発法人

（100.0%）と大学共同利用機関（100.0%）が高く、
次いで国立大学（60.6%）、公立大学（25.7%）、私
立大学（24.8%）、その他（21.4%）の順であった。
図表 3 に、大学のみを対象として、大学の規模（学
部数）ごとにデータポリシーの策定状況を集計した結
果を示す（n=283）。配列は、規模の昇順とした。
　ポリシーの策定・検討率は、おおむね規模が大きい
ほど高く、8 学部以上の大学（50.0%）、5〜7 学部

（45.6%）、2〜4 学部（21.0%）、単科大学（33.3%）
であった。策定・検討率が低い 2〜4 学部の大学は、

「未対応」（61.0%）、「わからない」（14.3%）の選択
率が高かった。

3.2　研究データ管理（RDM）体制の構築状況
　研究者が効率的に RDM を実践するためには、組織

査・データアーカイブ研究センターが運営する SSJ
データアーカイブに掲載されている5、6）。

2. 調査の概要
　調査期間は 2022 年 11 月から 12 月である。調査
対象は JPCOAR 会員機関、AXIES 参加機関及び国内
の大学・研究機関の RDM 担当者として、Web サイ
ト及び SNS での広報、会員機関へのメール配信を通
じて参加を呼びかけた。
　質問紙の構成は、2020 年調査と同様①メールア
ドレス、②基礎情報（回答部署等）、③機関構成員
のニーズの把握状況、④ RDM 体制の構築状況、⑤
RDM サービスの実施状況、⑥情報インフラの整備
状況、⑦ JPCOAR についての 7 セクションである。
質問項目も基本的に 2020 年と同様であるが、研究
データ管理サービスに関する一部質問の変更や、研究
データ保存用ストレージ及び RDM 体制構築の予算
に関する新規の質問があり、合計 48 問となった。ま
た、質問文や選択肢の表現に微修正が行われた。例え
ば、データポリシーの定義や判断基準を明確化するた
めに、“「公的資金による研究データの管理・利活用に
関する基本的な考え方」7）で、研究開発を行う機関に
求められているものを想定しています。「一部の部局
で策定済み又は検討中である」及び「機関全体でのポ
リシーを委員会、ワーキンググループ等で検討中であ
る」の両方に該当する場合は、後者を選択してくださ
い”という説明が追加された。
　最終的な回答数は 313 件、うち重複回答等を除い
た有効回答は 309 件であった。機関の種類別の内訳
は、大学が 283 件（全体の 91.6%、以下同様）、研
究機関等が 12 件（3.9%）、その他が 14 件（4.5%）
であった。うち、大学は国立大学が 71 件（23.0%）、
公 立 大 学 が 35 件（11.3%）、 私 立 大 学 が 177 件

（57.3%）であり、研究機関は国立研究開発法人が 7
件（2.3%）、大学共同利用機関が 5 件（1.6%）であっ
た。その他には、短期大学や高等専門学校、独立行政
法人等が含まれる。

3. 分析結果
　本章では、(1) データポリシーの策定状況、(2)RDM
体制の構築状況、(3)RDM サービスの実施状況、(4)
情報インフラの提供状況、(5)IR によるデータの公開
状況と障壁について、2020 年調査の結果と比較しな
がら示す。なお、以下ではそれぞれの回答者数を「n」
で表す。



図表 1　データポリシーの策定状況

図表 2　機関別：データポリシーの策定状況

図表 6　大学の規模別：RDM 体制の構築状況図表 3　大学の規模別：データポリシーの策定状況

図表 4　RDM 体制の構築状況

図表 5　機関別：RDM 体制の構築状況
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として支援体制を構築する必要があると考えられる。
図表 4 に「貴機関では、機関全体での研究データ管
理体制構築に向けた何らかの取り組みが始まってい
ますか」という質問に対する回答の集計結果を示す。
　全体的には RDM 体制の構築や検討が進み、未対応
や「わからない」という回答の比率は減少していた。
ただし、「体制が構築され、機関として実施している

（図では「機関として実施」）」は 8.5% から 5.8% ま
で 2.7 ポイント減少していた。このことは 3.1 のポ
リシーと同様、質問に対する解釈の違いや回答者群の
違いに起因すると考えられる。
　図表 5 に、機関の種類ごとに RDM 体制の構築状
況を集計した結果を示す。配列は、何らかの動きがあ
る（「機関として実施」、「一部の部局で議論・実施」、

「ワーキンググループ（WG）等を組織化」）比率が高
い順とした。
　RDM 体制について何らかの動きがある比率が高
かったのは、国立研究開発法人と大学共同利用機
関（いずれも 100.0%）であり、次いで国立大学

（62.0%）、私立大学（20.3%）、公立大学（14.3%）、
その他（14.3%）の順であった。
　図表 6 に、大学のみを対象として、大学の規模ご
とに RDM 体制の構築状況を集計した結果を示す。配
列は、規模の昇順とした。
　RDM 体制について何らかの動きがある大学の比

率は、おおむね規模が大きいほど高かったが、2〜4
学部の大学が最も低かった（21.9%）。「具体的な動き
なし」の大学の比率は、規模が大きいほど低かった。
　また、「研究データ管理体制に関する議論で、ステー
クホルダーになり得る部署、又は既に関与している
部署はどこでしょうか」という複数選択方式の質問
について、2020 年から 2022 年にかけて順位の変
動はなかったものの、選択率が上昇していた。1 位は

「研究推進・協力系部門」（61.9% → 73.8%）、2 位
は「図書館」（43.2% → 66.3%）、3 位は「情報系セ
ンター」（31.5% → 52.1%）、4 位は「知財系部門」

（20.2% → 24.3%）の順であった。

3.3　RDM サービスの実施状況
　それでは実際に、どのような RDM サービスを実施
しているのか。図表 7 に「貴機関では、何らかの研究
データ管理サービスを実施していますか」という質問
に対する回答の集計結果を示す。質問紙では、各サー
ビスについて「提供している」、「検討中」、「提供して
いない」、「わからない」のいずれか 1 つを選択させて
いるが、ここでは経年変化をみるために 2020/2022
年調査における「提供している」の選択率を示した。
　2020 年調査と同様に、「データ公開用 IR 等の提
供」（44.7%）が最も多く、次いで「研究データのス
トレージ提供」（12.6%）、「研究データの利用・引用



図表 7　提供している RDM サービス

図表 8　�RDM サービスに関する情報インフラ整備の 
検討状況

図表 9　�機関別：RDM サービスに関する 
情報インフラ整備の検討状況

図表 10　�大学の規模別：RDM サービスに関する 
情報インフラ整備の検討状況
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支援」（6.8%）、「研究データの知財管理支援」（6.1%）
の選択率が高かった。

3.4　情報インフラの提供状況
　RDM に関連する情報インフラ、すなわちストレー
ジや公開用リポジトリ、データ分析基盤等の提供状況
に関する結果を示す。

3.4.1　RDM サービスに関する情報インフラ整備の
検討状況
　まず、図表 8 に「現在、機関における研究データ
管理サービスの情報インフラ整備はどのように検討
が進められていますか」という質問に対する回答の集
計結果を示す。
　2020 年調査と比較すると、「機関レベルで検討・
対応が進められている」は 10.4% から 19.4% まで
9.0 ポイント増加した。「部局ごとに検討・対応が進
められている」は 7.4% から 4.2% まで 3.2 ポイント
減少しているが、これらの合計は 17.8% から 23.6%
まで 5.8 ポイント増加している。「特に検討・対応は
行われていない（「なし」）」（37.2%）は 5.9 ポイン
ト減少、「研究者個人に委ねられている」（23.9%）は
3.0 ポイント増加し、「わからない」（11.7%）は 6.1
ポイント減少していた。
　図表 9 に、機関の種類ごとに情報インフラ整備の
検討状況を集計した結果を示す。配列は、「機関レベ
ル」と「部局ごと」の合計が多い順とした。

　データポリシーや RDM 体制と同様に、機関による
差がみられた。国立研究開発法人や大学共同利用機
関、及び国立大学は相対的に情報インフラ整備の検
討・対応が進められており、「なし」の比率が低かっ
た。また、私立大学や公立大学で検討・対応が進めら
れている大学は一部にとどまった。
　図表 10 に、大学のみを対象として、大学の規模ご
とに情報インフラ整備の検討状況を集計した結果を
示す（n=283）。配列は、規模の昇順とした。
　規模が大きい大学ほど情報インフラ整備の検討・
対応が進められており、「なし」の比率が低い傾向が
みられた。また、「研究者個人に委ねられている」の
比率は、8 学部以上（17.4%）の選択率が低かった。

3.4.2　研究データの長期保存用ストレージの提供状況
　長期保存用のストレージについては 2 つの質問を
行っている。まず、「貴機関では、研究データを長期
的（5 年以上）に保存するためのストレージ（オンプ
レミス注 又は商用クラウド）として、ユーザー 1 人当
たりのどの程度の基本容量の提供が必要と考えてい
ますか」と質問した結果、「わからない」が 72.5% で
あり、「1TB 以上」（9.4%）、「100GB 以上 1TB 未満」

（6.8%）、「10GB 以上 100GB 未満」（7.4%）、「1GB
以上 10GB 未満」（3.2%）、「1GB 未満」（0.6%）で
あった（n=309）。
　続いて、図表 11 に「貴機関では、ユーザーに対し

注	 サーバやソフトウエアなどの情報システムを機関内に設置して運用する方式。



図表 11　�研究データを長期保存するためのストレージの
提供状況

図表 13　�機関リポジトリ（IR）による研究データの 
公開状況

図表 12　研究データ公開のためのリポジトリの提供状況
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てストレージをどのように提供していますか」と尋ね
た結果を示す。
　「商用クラウド」の提供率は 6.4% から 25.6% まで
19.2 ポイント、「検討中」も 7.4% から 17.8% まで
10.4 ポイント増加していた。「提供する予定はない」
は 47.1% から 19.4% まで 27.7 ポイント減少してお
り、ストレージの提供が進んでいることがわかった。

3.4.3　研究データ公開のためのリポジトリシステム
の提供状況
　研究データ公開のためのリポジトリシステムにつ
いては、「貴機関では、研究データを公開するためのリ
ポジトリシステムを提供していますか」と複数選択方
式で尋ね、「分野別リポジトリ（例：SSJDA、DDBJ）
を提供している」、「機関リポジトリを提供している」、

「汎用リポジトリ（例：Figshare、Zenodo）の利用
を推奨している」、「提供方法を検討中」、「提供する予
定はない」、「わからない」という選択肢を提示した。
その結果、「分野別リポジトリ」（1.6%）、「汎用リポジ
トリ」（0.6%）を選択した回答者もみられたが、全て

「機関リポジトリ」も同時に選択していた（n=309）。
つまり、図表 12 の 2022 年の集計結果のうち、「機
関リポジトリ」（44.0%）には、「分野別リポジトリ」
を提供している機関や「汎用リポジトリ」を推奨して
いる機関も含まれる。
　「機関リポジトリを提供している」は 26.3% から
44.0% まで 17.7 ポイント、「提供方法を検討中は」
9.4% から 18.4% まで 9.0 ポイント増加しており、
IR の提供及び検討が進んでいることがわかった。

3.5　機関リポジトリ（IR）による研究データの公開
状況と障壁
　IR による研究データの公開状況は増加したのだろ
うか。「2021 年〜2022 年の間に、貴機関の機関リポ
ジトリで研究データを公開した事例はありますか」と
いう質問に対して、「ある」と回答したのは 26.9%、

「ない」は 70.6%、「わからない」は 2.6% であり、
2020 年調査からほとんど変化していなかった（図表
13）。
　図表 12 に示したように、IR は 44.0% が提供して
いる一方で、過去 2 年間で研究データを公開した事
例をもつ機関は 26.9% にとどまった。機関の種類ご
とに集計すると、「ある」の選択率が高い順に大学共
同利用機関（80.0%）、国立研究開発法人（57.1%）、
国立大学（32.4%）、私立大学（24.3%）、公立大学

（22.9%）、その他（7.1%）の順であった（n=309）。ま
た、大学の規模別に集計すると、8 学部以上（34.8%）、
5〜7 学部（24.6%）、2〜4 学部（25.7%）、単科大

学（22.7%）であった（n=283）。全ての機関種別、
規模で公開事例がみられるものの、差があることが明
らかになった。
　図表 14 に「機関リポジトリでの研究データ公開に
当たり、課題や障壁となり得ることをお聞かせくださ
い」という複数選択方式の質問について、回答の集計
結果を示す。
　最も選択率が高かったのは 2020 年調査と同様

「公開に当たってのマンパワーが足りない」（65.4%）
であり、次いで「適切なライセンス・利用条件がわか
らない」（54.7%）、「機関リポジトリの運用規程等が
未整備である」（51.5%）の順であった。選択率が増
加していたのは、「公開希望がある研究データのサイ
ズ」（39.8%）や「公開に当たっての資金が不足して
いる」（25.9%）、「上記以外の点で、IR のシステムが
対応していない」（14.6%）であった。

4. 研究データ管理（RDM）の実践状況の変
化と課題

　本稿のまとめとして、(1) データポリシーと RDM
体制の構築状況の変化、(2) 物的資源と人的資源の状
況の変化について概括した後、主な課題である人的資
源の不足について述べる。
　データポリシーを策定・検討している機関は
23.6% から 35.9% に、RDM 体制を構築・検討し
ている機関は 23.0% から 32.0% に増加していた。
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2020 年調査と同様に機関種別や規模による差が大
きく、おおむね研究開発法人や大学共同利用機関の実
施率が高く、次いで国立大学であり、公立大学や私立
大学の実施率は低い傾向にあった。大学の規模別にみ
ると、大学の規模が大きいほど実施率が高い傾向がみ
られた。RDM サービスは IR の提供が中心である点は
変わらないが、その他のサービスを提供する機関もわ
ずかに増加していた。
　RDM のための物的資源、すなわち情報インフラ整
備の検討・対応状況には比較的大きな進展がみられ
た。研究データを長期保存するためのストレージを検
討・提供している機関は 21.9% から 52.1% に、機
関リポジトリ（IR）等の公開基盤を検討・提供してい
る機関は 35.7% から 62.4% に増加しており、提供
予定はないとする機関も減少していた。しかし、IR で
過去 2 年間に研究データを公開した事例をもつ機関
は 26.9% にとどまり、2020 年調査からほとんど変
化がなく、研究データの公開にはつながっていないこ
とがわかった。IR によるデータ公開の最も大きな課
題は 2020 年調査と同様に人的資源であり、65.4%
が公開に当たってのマンパワーが足りないとしてい
た。また、公開に当たって適切なライセンスや利用
条件、メタデータの記述、研究データの利用形態や
フォーマットなど、基本的な事項についても課題と
なっており、RDM のための人材配置及び人材育成が
急務であることが明らかになった。

　人的資源の不足は長期的な課題である。2024 年 3
月から 5 月にかけて文部科学省は「オープンアクセ
ス加速化事業」の公募を行い、83 件が採択された10）。
採択機関による取組の共有によって、日本全体で効率
的に RDM が進められることが期待される。九州大学
による RDM 支援のための取組11）や、名古屋大学に
よる学内組織で用いられているメタデータスキーマ
調査12）等の公開は、その先駆けと言えるだろう。さ
らに、本調査によって小規模大学ほど RDM の取組が
進んでいないことが明らかになったことから、より多
くの大学・研究機関を対象とした支援が望まれる。
　本調査の発展として、JPCOAR の協力のもとデー
タ解析研究室による調査結果13）を用いて研究者が求
める研究支援との比較14）を行ったり、自己評価のた
めのフレームワークの設計15）を行ったりしている。
RDM 体制の適切な構築に向けて、研究者及び研究機
関との対話や検討を重ねていきたい。
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図表 14　IR による研究データ公開の課題や障壁となり得ること
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